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研究成果の概要（和文）：本研究は、まず、既往研究および文献から「広報」概念を整理し、里親リクルートを
含めた子ども家庭福祉分野における広報の留意点を導き出した。その上で、海外の里親リクルート事例を調査
し、特に米国における事例から、子どもを中心に据えたアプローチや里親登録前後のプロセスを包括的に位置付
けたサービスデザインの観点等について指摘した。最後に、福岡市において官民協働で取り組まれてきた里親リ
クルートについて、関係者へのインタビュー調査･関連資料調査･筆者自身のフィールドノーツの分析を通して、
広報戦略の観点からの福岡市における実践の独自性と、そこから示唆された里親リクルートの展望を指摘した。

研究成果の概要（英文）：This study first summarized the concept of Public Relations from previous 
studies and literature, and derived points to keep in mind regarding Public Relations in the field 
of child and family welfare, including foster parent recruitment. Then, we surveyed overseas cases 
of foster parent recruitment, particularly in the U.S., and pointed out the child-centered approach 
and the service design perspective that comprehensively positions the process before and after 
foster parent registration. Finally, the author analyzed the public-private collaboration on foster 
parent recruitment in Fukuoka City through interviews with related parties, research of related 
materials, and my own field notes, and pointed out the uniqueness of Fukuoka City's practice from 
the perspective of public relations strategy and the prospects for foster parent recruitment 
suggested by the practice.

研究分野：コミュニケーションデザイン
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
施設で暮らす子どもに比して、里親家庭で暮らす子どもの割合が低い本国は、里親家庭が必要な子どもたちに適
切な家庭環境を提供できずにいる。今後、養育里親の効果的かつ適切なリクルート手法のあり方が求められてい
く中で、里親養育に相応しい具体的な広報戦略を追究した研究は管見によれば見当たらない。里親養育を含めた
子ども家庭福祉の文脈の中で、広報やサービスデザインの観点から論じられることが稀であり、それが本研究の
社会的意義のひとつと言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 2016年に改正された児童福祉法は、社会的養護の動向に大きな影響を与えた。そのひとつは、
国･自治体の責務として、里親家庭等の「家庭と同様の環境」で養育していく家庭養護の推進を
明確に位置付けた点にある。その理念を踏まえて翌年 8 月に厚労省より示された「新しい社会
的養育ビジョン」は、里親家庭等で養育される児童の割合を示す里親等委託率 1)について、具体
的な数値目標を掲げ、長らく施設養護に偏重していた国内の現状を、家庭養護へと大きく転換し
ていくことを目指したものであった。そうした背景もあり、今後、養育里親のリクルート（以下、
里親リクルート）のあり方が問われているが、国内の既往研究は、民間事業者との連携や専任職
員の配置、広報に用いるイメージや媒体の種類等については言及があるものの、里親養育に相応
しい具体的な広報の戦略まで議論が至っていない。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、里親養育を含めた子ども家庭福祉分野において十分に議論されてこなかった「広
報」概念の位置付けを試みると共に、里親リクルート手法の国内外の事例を広報戦略の観点から
分析することで、今後の国内の里親リクルート手法に対して有用な視座を提示することを目的
とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、COVID-19 感染拡大の影響を強く受けた。その結果、海外事例においては二次資料
調査に留め、国内においては、筆者自身も関わってきた福岡市に着目した。福岡市は、全国の都
道府県および政令市の中で、2016 年から現在（2023 年 4 月）に至る里親委託率の伸び率が全国
1 位であり、かつ 2023 年 4 月現在で委託率自体も全国 1 位の 59.3%となった。先進事例として
知られる福岡市を対象とした調査報告は散見するが、それは近年の実態を踏まえておらず、かつ、
イベントの概要やチラシのイメージ等の記述に留まっているため、近年の取り組みを含め、広報
戦略およびサービスデザインの観点から分析に取り組むこととした。 
 本研究ではまず、既往研究および文献から「広報」概念を整理、位置付けし、里親リクルート
を含めた子ども家庭福祉分野における広報の留意点を導き出す。その上で、米国の里親リクルー
ト事例の検証や、福岡市において官民協働で取り組まれてきた里親普及啓発事業の関係者（児童
相談所および関連団体の職員、養育里親）へのインタビュー調査、関連資料の調査、筆者自身の
フィールドノーツを用いて分析し、今後の里親リクルートの展望を考察する。 
 
４．研究成果 
(1)「広報」の位置付け 
 日本における「広報」は、米国で発展してきた「パブリック･リレーションズ（Public Relations、
以下 PR）」が終戦直後に輸入され、定着した概念であることは、すでに上野 2)らによって指摘さ
れている。1947 年に GHQ が、当時の道府県に対して広報部門である P･R･O（パブリック･リレー
ションズ･オフィス）の設置を求める等 3）、戦時下の国家による恣意的な情報統制スキームの解
体を目指し、それに代わる民主的な概念として位置付けられたのが PRであった。当時、PRの普
及に努めた樋上 4)は、PRについて「個人･官公庁･企業体などという主体が、それぞれの主体をめ
ぐる公衆の意見や態度を知り、内面的には政策やサービスなどをみずから反省改善し、また対外
的にはあらゆる表現を通じてこれを説明することにより、公衆の理解を深め、行為と信頼と協力
とをえようとする計画的かつ継続的な方策と活動である」としている。つまり、「広報」の原義
となった PR は、市民に向けた一方的な情報発信ではなく、市民側からの意見の応答に基づいた
信頼と理解を基本に、サービスと一体となった良好な関係性を構築･維持していくための、つま
りサービスデザインに資する技術と言える。一方で、現代の行政広報をはじめとした里親養育に
まつわる広報は、この原義が踏まえられているとは言い難く、チラシやホームページ等による一
方的な情報発信技術と理解されがちである。ではなぜ、このような現状に至ったのか。 
 先述した樋上 5)はその理由を「P･R 機構が設置された当初、多くこれを『広報課』と称したた
め『P･R 即広報』という誤解が生じたからである」と述べている。当時の日本には、PRに該当す
る訳語が見当たらず、「渉外」や「弘報」等が用いられながら、最終的に「広報」に落ち着いた。
つまり、本来 PRが有していたコミュニケーションの双方向性やサービスとの一体性等の性質が、
訳語として用いられた「広報」によって、限定的な意味へと変質していったことが示唆される。 
 また一方で、民間企業においては、1950 年に電通が PR 部を新設したことで、略語としての PR
が「宣伝（広告）」と同義であるように誤解される状況が生じ 6)、今に至ったとされる。つまり、
里親リクルートの業務を民間事業者に委託するケースが増加している現状において、広報概念
の共通理解の有無が、里親や子ども、市民との関係性に大きく影響する可能性があり、留意すべ
きであることが示唆される。 
 また、米国における 1800 年代からの PR の形成過程を分析した白石 7)は、公衆による理解と信
頼関係を目指して PR が形成されていく一方で、第一次世界大戦下においては、ニュースを単な
る「事実の伝達」とするのではなく「民衆の本能的反響を引き起こすために設計、伝達されるも



の」とする概念の変化があったとし、民衆が「操作の対象」として見立てられていった事実を指
摘する。この時期に政府広報機関として設立されたジョージ･クリール広報委員会（CPI）は、そ
の典型であり、国内のプロパガンダを目的にしたものであった。プロパガンダは、今でこそ「偏
った情報や誤った情報を特定の団体や人物、多くの場合権力者や企業が大衆洗脳のために流布
する行為 8)」のようにネガティブな意味として解釈されているが、そもそもは、キリスト教の布
教活動で用いられていたラテン語の propagare に由来 9)するもので、宣伝とほぼ同義の概念で
あった。しかし、CPI に象徴されるように、第一次世界大戦時に利用されたことで、その意味が
変質していく。当時、CPI で実務を担当すると共に PR の理論化と普及に大きな貢献をしたエド
ワード・バーネイズは、プロパガンダの正当性を強調するために、著書「Propaganda(1928)」を
出版する 10)が、後に「Propaganda」は、ナチス政権で参照され、さらにネガティブな意味を帯び
ることになり、その結果、バーネイズは「Public Relations(1945)」を出版し、プロパガンダと
PR との相違を強調していくことになる。現代の日本において PRにプロパガンダを重ねる人は少
ないが、プロパガンダと PR、そしてその思想を下敷きにした広報は、本来は分かちがたい概念
であった。その事実は、近年活発になってきた里親リクルートにおいて、広報･広告表現のイン
パクトや委託率の向上の成果主義へと収斂するリスクを含意すると共に、改めて PR の原義に立
ち返り、人と人との豊かな関係性、そして当事者の権利と尊厳が担保された「広報」の在りよう
を追究していく必要を示唆している。 
 
(2) 米国の事例からみた里親リクルートのあり方 
 米国の里親リクルートの全体像が掴める事例のひとつに、「CHAMPS(Children Need Amazing 
Parents)」がある。CHAMPS とは、質の高い里親養育を促進していくために全米で展開された政
策キャンペーンであり、2020-24 年度の 5 ヶ年計画として策定された計 42 州の「Foster and 
Adoptive Parent Diligent Recruitment Plan（里親･養親のリクルート計画）」を分析し、そこ
で得られた知見が公開されている。CHAMPS では、これからの効果的な里親リクルートを支える
6つの視点が整理されているが、ここでは紙面が限られているため、日本において特に重要だと
思われる一部のみ言及する。 
 まず、養育対象となる子どもと家族のニーズをリクルートの方針決定の中心に据えることを
意味する、子ども中心のアプローチ（CHILD CENTERED）の視点である。日本においても、子ども
の最善の利益を追求することは自明であるが、それがケースワークだけでなく、リクルート戦略
に反映していた。日本において、一般的な里親希望者の心理的なハードルを下げることを企図し
て「短期養育」等のメッセージが用いられても、当該エリアの子どものニーズという視点から戦
略が形づくられるケースは管見によれば見当たらない。里親の増加を企図して見出されたメッ
セージは、応募に至る里親希望者の動機の偏りに影響することは、本研究のインタビューでも明
らかになった。そこでここでは、当事者のニーズが高いにも関わらず、国内で不足している「多
人数の兄弟姉妹」や「高年齢児」を預かる里親を対象とした実践に着目する。 
 例えばニュージャージー州 11)では、対象となる兄妹姉妹の 80%が共に暮らすことを目標に掲げ
た「Siblings in Best Settings」なる取り組みがある。ケースワーカーや専門スタッフのアセ
スメントを経て、4人以上の兄弟姉妹を預かる場合、1人あたりの委託費に 100 ドルが加算され
る。さらに、兄弟姉妹を養育する際に生じやすい課題に焦点を当てたプログラムや支援機関によ
るサポートが提供されている。高年齢児を対象とする取り組みは、例えばハワイ州では、リクル
ートした里親のうち 25%の里親が 10 代の若者の養育を担うことを目標に、地元の財団である
「Partners in Development Foundation」と高校の保護者組織が連携をしたり、多様なメディア
を活用した 2ヶ月間の集中的な募集キャンペーン等に取り組んだりしている。 
 CHAMPS では、先述の 6 つの視点を踏まえた上で、計画名称の変更も提案されている。従来の
「Foster and Adoptive Parent Diligent Recruitment Plan（里親･養親のリクルート計画）」か
ら「Foster and Adoptive Family Partnership Plan （里親･養親家族のパートナーシップ計画）」
への変更である。2018 年に米国にて可決された「Family First Prevention Services Act」や
児童局が推進してきたビジョン「Foster Care as a Support to Families, Not a Substitute 
for Parents（親の代わりではない、家族のサポートとしての里親）」にも連なる「生みの家族」
との関係を含意した提案である。子どもの最善の利益を踏まえた際に、里親は子どもの「親」と
しての役割よりも「生みの家族の重要なパートナー」としての役割に重きを置いた提案であり、
在宅支援･子育て支援に里親を活用するケースが増えている日本においても親和性のあるアプロ
ーチであると言える 12)。 
 また、米国や英国においては「retention（リテンション）=里親の維持」を里親リクルートの
一環と位置付けているケースが少なくない。登録に至った里親は、その時点で幾つもの心理的･
環境的ハードルを乗り越えているため、新規に開拓するよりも、登録里親との関係性を育み、そ
の維持を促した方が里親の確保につながるという視点である。名称変更の提案は、そうした包括
的な観点に里親リクルートを位置付ける目的もあったと考えられる。さらに、包括的な観点は、
登録後だけではない。広報の最初の認知ポイントから登録後のフォローに至るまで、登録希望者
のモチベーションとチーム感を維持しながら、連続的な体験を包括的にデザインしていくサー
ビスデザイン･システムが重要であることが指摘されている。例えば、オクラホマ州では、事務
処理の合理化、オンラインでの事前研修の導入等、里親希望者のニーズをもとにサービスの改善
に取り組んだ結果、大幅な里親家庭の増加が見られたことが報告されている。登録前から連なる



包括的な体験を通して醸成された信頼関係が、その後のリテンションのあり方に寄与すると考
えられ、その効用は複数の研究でも指摘されているところである 13)。 
 
(3) 福岡市における里親リクルートの実践 
 国内事例へと視座を移す。福岡市にお
いて 2004 年から続く官民協働の実践は
すでに高く評価されており、先進事例と
して論じられることも少なくない。しか
し、その切り口は、2014 年以降（図 1：
第 2期）の具体的な取り組みを踏まえ、
広報戦略の観点から論じられたものは、
管見によれば見当たらない。委託率上昇
には、児童相談所である福岡市総合相談
センターえがお館（以下、児相）の体制
改善や家族再統合の推進など、複数の要
因が影響していると考えられるが 14)、本
研究では、第 1期を経て第 2期から展開
した広報戦略の詳細を分析した。本報告
書では紙面に限りがあるため第 1期の分析は割愛するが、第 2期は、里親等委託率が頭打ちにな
り、フォーラムを主軸にしながら市民に広く知らしめていくだけでなく、広報の戦略が必要にな
ってきたフェーズと言える。ちなみに、2004 年から官民協働で市民参加型里親普及事業（現：
里親養育支援共働事業）を担ってきた実行委員会「ファミリーシップふくおか」について、筆者
は 2013 年からそのメンバーとなり、2019 年より代表を務めている。 
 第 2 期から始まる新しい展開の契機となったのは、里親制度の普及を目指した DVD 制作であ
った。当初、児相は市の登録事業者を対象とした入札制度で制作予定であったが、プロポーザル
に変更する等の工夫に取り組み、里親家庭の日常に焦点を置いた DVD『あたりまえのことは、い
ちばん大切なこと。』が 2014 年 5 月に完成に至る。紙面が限られているので割愛するが、DVD 制
作時においても、子どもの声を尊重した「子どもの権利」に接近するデザインの工夫がなされて
いた。さらに、今後の広報展開を鑑み、イラストの二次利用が可能なシステムにしたことで、広
報予算の確保が困難な児相において、持続的な広報を定着させると共に、官民協働の営みの中で、
一貫した包括的な体験を促していくためのデザイン･システムの構築が目指されていた。その結
果、2014 年の児相のウェブサイトのリニューアル時にもこのイラストが活用され、里親に関す
る充実したページが完成し、全国的にも珍しい児相のウェブサイトとして、様々な媒体で紹介･
引用されていくことになる。また、媒体だけでなく、ファミリーシップふくおか主催のフォーラ
ムの参加者が、里親登録に至る次の行動に促されるように、イラストを用いたプレゼンテーショ
ンの機会を設け、登録に至る包括的な体験づくりが目指されていった。さらに、校区に少なくと
もひとりの里親登録を目指す「校区里親運動」がこの時期に始まった。後に「みんなで里親プロ
ジェクト」と改称されて展開した運動は、多様なタッチポイントの創出を目指す戦略のもとで、
地域で里親の理解者を増やしていくコミュニティ･リレーションズが意識され、市民参加型の広
報が展開された。広報媒体では、「短期」「ときどき」といったメッセージの浸透が目指されてい
き、その結果、後の「里親ショートステイ事業」や全国の里親普及運動である「フォスタリング
マーク･プロジェクト 15)」のサービスデザインへとコンセプトが受け継がれていった。 
 また、2016 年から、乳幼児を対象にした里親リクルートについて、福岡市が NPO 法人 A に委
託し、普及啓発から研修、登録後のフォローまで包括的に一団体（= フォスタリング機関）が担
うことが可能となった。広報の最初のタッチポイントから登録後のフォローに至るまで、登録希
望者のモチベーションとチーム感を維持しながら、連続的な体験を包括的にデザインしていく
サービスデザインとしてのシステムが、一団体で容易に可能となったのである。例えば、里親登
録のための児相の研修は年に 4回と決まっており、仕事の都合などで参加できなかったり、モチ
ベーションが続かず、登録をあきらめる人がいたことが、インタビュー調査で明らかになってい
る。しかし NPO 法人 Aにおいては、研修を登録希望者のニーズを優先して少人数で開催し、登録
希望者に伴走していく工夫がなされていた。その包括性が担保されたコミュニケーションが、リ
クルートに効果を発揮したと言え、2017 年から毎年、10 世帯前後の里親登録世帯を生み出し、
委託率向上に少なからぬ貢献をしている。 
 
(4) 今後の里親リクルートの展望 

 

図 1: 福岡市および全国の里親等委託率の推移 



 以上の分析を踏まえ、本研究
では、民間フォスタリング機関
の一団体による里親リクルー
トを「民間一元型リクルート」、
みんなで里親プロジェクトの
ように、児相や市区町村、民間
団体が協働していく里親リク
ルートを「協働養育型リクルー
ト」と定義した。全国の自治体
の里親リクルートは、概ねこの
2 つのタイプに分類される。最
初のタッチポイントから包括
的なサービス体験を創出する
ためには「民間一元型リクルート」が効率的であり、実際に福岡市においては、成果が出ていた。
しかし、児童相談所がフォスタリング機関として機能する限り「協働養育型リクルート」は各地
で継続していく。つまり、それぞれの特質を踏まえた包括的な広報戦略およびサービスデザイン
の創出（図 2）が、今後の里親リクルートの大きな手がかりになるはずである。 
 「協働養育型リクルート」に該当するみんなで里親プロジェクトは、2018 年より里親ショー
トステイ事業を進めている。NPO 法人 Bが調整機関となり、区と連携しながら里親委託を行って
いる。里親がショートステイの受け皿としても機能し始めたことで、里親と協働すべき主体がさ
らに増えることとなった。こうした動きは、福岡市に限ったことではない。親子分離後の措置先
ではなく、親子を共に支える在宅支援の資源として養育里親が位置付けられている例が少なく
ない。より多様な主体と協働関係を結ぶ必要性から、「協働養育型リクルート」における包括的
なサービスデザインの在りようが、強く求められる時代となっている。また、2022 年の児福法
改正以降、子どもの意見表明に関する制度設計も進められている。子どもの意見を聴取する機会
が増加する中で、PR の原義である双方向のコミュニケーションが不可欠になってきているので
ある。 
 国内における里親リクルートは、この数年で特に活発になり始めた。政策としては付加的･副
次的な営みと位置付けられがちな広報は、その原義である双方向性を担保することで、当事者の
声を聴き、当事者の権利と尊厳を保障するアプローチのひとつとして位置付けられる。また、里
親のリテンションへのまなざしは、より望ましい養育と効果的なリクルートとの接点にあり、そ
うしたまなざしを携えることが、子どもの最善の利益に適った、これから望まれる＜里親リクル
ート･システム＞のヒントとなり得ると考えられる。 
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図 2: これからの里親リクルート･システム 
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